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改正について
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令和７年３月14日（金）

令和６年度第２回 沖縄地方労働審議会





○「家内労働」は、メーカーや問屋等（委託者（※１））から部品や原材料の提供を受けて、個人で又は同居の親族（家内労働者（※
２））と、物品の製造や加工を行うもの。

○家内労働関係には使用従属関係はなく、家内労働者は労働基準法等の労働者ではない。
〇県内の家内労働者：２２７人 県内の委託者：１９社
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委託者 家内労働者

布・糸を委託

既製服を納品

目的（第１条）

最低工賃の決定（第８条～第16条）

家内労働手帳の交付（第３条）

安全及び衛生に関する措置（第17条、第18条）

○ 工賃の最低額、安全及び衛生その他の家内労働者に関する必要な事項を
定めて、家内労働者の労働条件の向上と生活の安定を図る。

○ 委託者は、家内労働者に対し、家内労働手帳を交付しなければならない。

○ 家内労働手帳の記入事項は以下のとおり。
（委託時）委託した業務の内容、工賃の単価、工賃の支払時期等
（物品受領時）受領した物品の数量等
（工賃支払い時）支払った工賃の額等

○ 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、一定の地域内において一定の業
務に従事する工賃の低廉な家内労働者の労働条件の改善を図るため必要
があると認めるときは、労働政策審議会又は地方労働審議会の調査審議
を求め、その意見を聴いて、当該業務に従事する家内労働者及び委託者
に適用される最低工賃を決定することができる。

○ 45都道府県で合計9３件の最低工賃（令和６年８月３１日現在）

○ 委託者は、委託業務に関し、一定の機械、器具又は原材料等を家内労働
者に譲渡、貸与又は提供する場合には、これらによる危害を防止するため、
必要な措置を講じなければならない。

○ 家内労働者は、機械、器具又は原材料、ガス、蒸気、粉じん等による危
害を防止するため、必要な措置を講じなければならない。

○ 都道府県労働局長又は労働基準監督署長は、委託者又は家内労働者が必
要な安全衛生措置を講じない場合には、委託の禁止、機械等の使用停止等
の措置を執ることを命ずることができる。

（出典：厚生労働省沖縄労働局「令和６年度家内労働概況調査」）

（※２）委託者からその業務の目的物たる物品について委託を受
けて、物品の製造又は加工等に従事する者であって、常
態として同居の親族以外の者を使用しない者をいう。

（※１）物品の製造、加工等若しくは販売又はこれらの請負を業
とする者等であって、その業務の目的物たる物品につい
て家内労働者に委託する者をいう。

（例）

家内労働法（昭和45年法律第60号）の概要
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家内労働対策の概要

安 全 及 び 衛 生 の 確 保

• 危険有害業務に従事する家内労働者が多い地域を中心に、委託者及び家内労働者等に対して、危

害を防止するために必要な措置等についての指導を実施

• 危険有害業務に従事する家内労働者の災害等の予防のため、災害防止対策好事例等の調査、セミ

ナーの実施及びその好事例に関するハンドブックの作成・配布

最低工賃の決定及び周知

• 工賃が低廉な家内労働者の労働条件の改善を図るため、最低工賃を決定

• 最低工賃新設・改正計画（3年周期）に基づき計画的に最低工賃を見直し

• 決定した最低工賃について、委託者、家内労働者及び関係団体等に対して周知徹底

家内労働手帳の交付の徹底

工 賃 支 払 の 確 保

• 委託者に対し、家内労働者への家内労働手帳の交付の監督指導等を実施

• 家内労働手帳の交付の徹底により、委託条件の明確化や工賃支払いを適正化

そ の 他 • 業種別、類型別等の家内労働者数、委託者数等を把握する「家内労働概況調査」を毎年実施

➢ 家内労働は、我が国の製造業を下支えする重要な役割を担っており、家内労働者の労働条件の向上と生活の安定を図

るため、家内労働法に基づき次の対策を推進している。
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沖縄県における最低工賃の設定状況

➢ 沖縄県では、現在、縫製業のみ最低工賃の設定がされている。

➢縫製業については、令和４年3月の本審議会において、改正の必要性や廃止について議論しているが、平成3０

年度に改正を見送っている経緯もあり、廃止を一旦見送り「最低工賃の見直し」をすることとなった。

件名 事項 新設 第１回改正 第２回改正 第３回改正 平成13年 平成15年 第４回改正 第５回改正

琉
球
か
す
り

公 示 年 月 日 昭和53年８月10日 昭和56年５月30日 昭和60年３月30日 昭和63年４月28日 ―

平成15年１月17日 ― ―

発 効 年 月 日 昭和53年９月９日 昭和56年６月30日 昭和60年４月29日 昭和63年５月28日 ―

委 託 者 数 １８件 １９件 ２１件 ７件 １２件

廃止 ― ―

家内労働者数 ２６６人 ２７１人 １７１人 １１３人 ７３人

琉
球
人
形

公 示 年 月 日 昭和54年７月４日 昭和58年８月31日 昭和61年５月19日 ―

平成13年４月12日 ― ― ―

発 効 年 月 日 昭和54年８月３日 昭和58年９月30日 昭和61年６月18日 ―

委 託 者 数 ２１件 １０件 ６件 ―

廃止 ― ― ―

家内労働者数 ６２２人 １１５人 １００人 ―

縫
製
業

公 示 年 月 日 昭和55年３月24日 昭和59年９月４日 昭和62年５月２日 平成２年３月20日 ― ― 平成27年３月31日 令和５年３月29日

発 効 年 月 日 昭和55年４月23日 昭和59年10月４日 昭和62年６月１日 平成２年４月19日 ― ― 平成27年４月30日 令和５年４月28日

委 託 者 数 １９件 １５件 １７件 １２件 ８件 ８件 １１件 １４件

家内労働者数 ２４４人 １０６人 １６６人 １５９人 １１０人 １１１人 ６６人 ６９人



4

沖縄県縫製業の委託者及び家内労働者数の推移
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沖縄県縫製業最低工賃（令和５年４月２８日効力発生）

１．適用する家内労働者 沖縄県の区域内で男子服製造業、婦人・子供服製造業、学校服製造業、シャツ製造業、寝具製
品製造業若しくはニット製品製造業に係る縫製又はまとめの業務に従事する家内労働者

２．適用する委託者 上記１の家内労働者に上記１の業務を委託する委託者
３．上記１の家内労働者に係る最低工賃額 次の表の品目欄及び業務欄及び工程欄に掲げる区分に応じ、金額欄に掲げる金額

工　　程

丸縫い（裾上げ無し） 1本につき 605 円 0 銭

裾上げ 1本につき 126 円 0 銭

丸縫い 1枚につき 1,575 円 0 銭

丸縫い 1枚につき 630 円 0 銭

1枚につき 630 円 0 銭

1本につき 567 円 0 銭

まとめ 糸くず取り 1枚・本につき 20 円 0 銭

1枚につき 265 円 0 銭

1枚につき 474 円 0 銭

丸縫い（半袖：芯地張り・
ボタン付け・穴かがり別）

1枚につき 403 円 0 銭

丸縫い（長袖：芯地張り・
ボタン付け・穴かがり別）

1枚につき 605 円 0 銭

ボタン付け 1個につき 13 円 0 銭

穴かがり 1個につき 13 円 0 銭

まとめ
糸くず取り、まつり及び

ボタン付け
1枚につき 170 円 0 銭

丸縫い 1枚につき 428 円 0 銭

丸縫い 1枚につき 542 円 0 銭

ボタン付け（スナップ付け） 1個につき 13 円 0 銭

糸くず取り 1枚につき 25 円 0 銭

糸くず取り及びまつり 1枚につき 81 円 0 銭

ボタン付け（スナップ付け） 1個につき 13 円 0 銭

縫製 丸縫い 1枚につき 630 円 0 銭

ブレザー まとめ

ひだスカート

学
　
　
　
　
校
　
　
　
　
服

男
子
服

上衣（白シャツ）

縫製

上衣

セ
ー

ラ
ー

服

夏物

丸縫い
婦人用スラックス（裏地無し）

上記共通

子供用ムームー
縫製 丸縫い

ジュニアシャツブラウス

縫製
冬物

上記共通 まとめ

まとめ

男
子
服

作業用ズボン 縫製

婦
人
服
・
子
供
服

婦人用ワンピース（ノースリーブ、裏地・襟無し）

縫製
ブラウス・シャツ

婦人用スカート（裏地無し）

品　　目 業　務 金　　　　　　　額 工　　程

大人用 1枚につき 441 円 0 銭

子供用 1枚につき 252 円 0 銭

男性用開襟タイプ 1枚につき 441 円 0 銭

女性用開襟タイプ 1枚につき 365 円 0 銭

男女共通（シャツカラー・ボタンダウン・
スタンドカラータイプ）

1枚につき 504 円 0 銭

子供用開襟タイプ 1枚につき 252 円 0 銭

上記共通 まとめ 糸くず取り 1枚につき 25 円 0 銭

1枚につき 103 円 0 銭

裏地の付いているもの 1枚につき 57 円 0 銭

裏地の付いていないもの 1枚につき 44 円 0 銭

金　　　　　　　額

寝
具
製
品

ピロケース

縫製 側縫い羽根枕
中袋

(効力発生日　令和５年４月28日)

シ
　

ャ
　
ツ

ア
ロ
ハ

シ

ャ
ツ

縫製
丸縫い及び

パッチポケット付け

か
り
ゆ
し
ウ

ェ
ア

縫製
丸縫い（ボタン付け・
穴かがり・芯地張り無し）

品　　目 業　務
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沖縄県内の縫製業の状況

２．委託者（１１社）からのヒアリング結果

（１）現状・課題等

・最低工賃が定められている認識は１１社すべて持っている。最低工賃の改正については「わからない」が６社。「必
要」と答えたのが５社。近年沖縄県最低賃金が急激に上昇していることは意識している。

・家内労働者の高齢化が顕著。老化により離れていくが後継者不足。採用への応募も無し。今後増える見込みはない。
・委託ができなくなったことも考え、自社社員育成を検討。若しくは業者発注しかないが数量が必要で悩むところ。

（２）最低工賃について

・工賃についてはある程度の基準（目安）はあった方が良い。基準に上乗せした単価を設定している。
・最低賃金が上がっているので、工賃も見合うよう意識して設定。
・工程ごとではなく１枚仕上げでの価格を設定している。

１．沖縄県衣類縫製品工業組合

（１）現状・課題等

・正会員１７社。県内の縫製業は８～９割がかりゆしウェア、残りは学生服などのユニフォーム。
・高齢化により稼働している家内労働者は少ないのではないか。
・製造枚数は令和4年から増えている。需要はあるが、人手不足により発注に応えられていない。
・原材料の値上げに伴いかりゆしウェア自体の価格も値上げしているが、人件費の高騰により利益率は落ちている。
・介護や子育てのため、自宅でできるのが家内労働者であり、今後も必要であるが、増える見込みがなく、以前は外国人
も２名採用していたが、コロナで帰国。令和７年に当県縫製業として初めて外国人を受け入れ予定。
・技術後継者育成のため今後も研修等に努める。

（２）最低工賃について
・工賃は家内労働者の技術力や納期などにより変わってくるので委託者と個別交渉している。詳細は把握していない。人
数も少ないので工賃の価格は上げた方がよい。
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沖縄県内の縫製業の景況等

➢ かりゆしウェアの製造枚数について令和５年は約3３万枚。減少から転じ令和３年以降２年連続で増加。令和６年も増加の見込み。

➢ 若い人が入ってこないこと、ミシン工の募集にも応募者がいないことで家内労働者の高齢化・後継者不足が大きな課題。

➢ 需要はあるが人手不足により発注に応えられない。

【資料出所】沖縄県（商工労働部ものづくり振興課）HP
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（１）改正（諮問）

最低工賃の改正については、家内労働者・委託者からの申出又は次の要件のいずれかに合致するものから優先

的に行うとともに、３年以内に行うものとする。

                イ 前回の改正から３年以上経過しているもの
ロ 継続性のある業種で、 適用家内労働者数が300人以上存在するもの

                ハ 他地域との関連性が強い業種
ニ 管内の主要業種に関連するもの
ホ 工賃が低廉な業種

（２）廃止（諮問）

適用家内労働者数が100人未満に減少し、将来も増加する見通しがないなど、実効性を失ったと思われる最低

工賃については、廃止することも検討すること。なお、当該最低工賃の廃止については、審議会等の意見を十分

に尊重すること。

（３）見直し（改正・廃止）について見送る

改正等を行う状況にないと判断する場合は、本審議会において、見送りと判断した理由の説明を行い、公労使

三者の了解を得た上で、見送りを行うこと。

縫製業最低工賃への対応方針について

➢ 以下の（１）～（３）のいずれかの対応が必要。
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➢ 主要となるかりゆしウェアの景況から、受注量は回復してきているが、人手不足のため受注に応えられない

状況。

➢ 個別の設定では最低工賃にプラスした個別の契約を結ぶケースが多い。

➢ 近年、最低賃金が大幅に引き上げられていることから、最低賃金との均衡考慮が必要（令和6年度は896円を

56円引き上げ952円に改正 引き上げ率6.25％）

➢ 家内労働者は高齢化が激しく後継者不足で、今後増加する見込みはない。委託業者は今後も委託を継続する

方針であるが、将来継続できるかどうかは不透明である。

➢ 令和３年度の本審議会では、前回（平成３０年度）での改正が見送りになった経緯もあり、家内労働者減少

の状況からも「見送り・廃止」の議論も一部あったが、「改正すべし」との結論となった。

➢ 対象の委託業者・家内労働者数は前回審議会時（令和３年度）から減少。委託者（１６→１１）家内労働者

（８０→４７）。いずれ廃止することの検討も必要。

縫製業最低工賃の見直しについて
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